
経済学の領域で「行動経済学」が広く認識され始めて
いる。きっかけとなったのは 2002 年にノーベル経済
学賞をカーネマン教授が受賞したことによる。2000
年頃はカーネマンの名前を知っている日本の経済学者
は少数派ではなかっただろうか。その研究は、認知心理
学の応用として合理的な選択を人はするものだろう
か、について考えるものであった。いわゆる実験によっ
て実証するという心理学の方法を適用するものであ
る。同じ認知心理学の研究者であるトヴェルスキーと
共同研究をし、論文も共著として相当数発表しておら
れた。掲載される雑誌も“Psychological Review”や
“Science”であったが、“Econometrica”や“The 
American Economic Review”、“The Journal of 
Business”のような経済学系の研究誌へと移っていっ
た。経済活動をするのが人間であり、その基礎となるの
は生身の人間行動であるという考え方によるもので、
妥当な考え方である。人間が行う選択は、考えることの
中に枠が作られていて、すべて自由な発想の中から選
択が行われるのではないということを実験で示そうと
するものであった。つまり「合理的な思考にも限界があ
る」という考え方であり、H. サイモンが示唆していた
限界がある合理性という考え方を実験で証明したもの
なのである。そのような人間行動を新たな枠組みを作
って考え、それを経済学のなかに組み込んだというこ
とがノーベル賞という形で認められたのである。研究
者にとって、それは経済行動や経営行動の研究に新た
な道をつくるものであり、喜ばしいことにその流れは

行動科学
広まりつつある。マーケティング研究の大御所的存在
であるコトラーは「カーネマンの研究もマーケティン
グの領域の研究である」と述べている。しかし、これは
急に花開いた現象ではないことを述べたいと思う。

このような形で、心理学を人間行動に関する領域に
応用しようとする流れは従来から行動科学

（Behavioral Science）という名称で行われていて、経
済学にも経営学にも一部では相当に影響を与えていた
ことである。私が経験したことを中心に語ってみたい。

1960 年代の半ば、私が大学院の商学研究科修士課
程に入った時には、ほとんどの先輩が行動科学の重要
性を語っていた。しかし、その内容に関してはあまり語
られることがなく、当時カーネギーメロン大学の研究
者がその領域で活躍していることが伝えられるだけで
あった。その中で誰もが読むべき本として取り上げら
れたものがサイモンの著書『経営行動』とサイモンと心
理学者マーチとの共著『組織』であった。ただこれらの
本を輪読しましょうという大学院生の活動はなく、ま
た授業で取り上げる先生もおられなかった（当時の大
学院における修士課程の授業は講義形式か、評判の本
を輪読するという形式がほとんどであった）。仕方がな
いので、エアコンの良く効いている日比谷図書館へ『組
織』を持ってひと夏通い、「ああ、解らないな」と嘆いて
アパートに帰りガックリしたことを思い出す。十分な
基礎知識もない若者にとって直接飛びついて理解でき
る内容ではない、ということを後に読み直してみてし

みじみ感じた。そのほか、経済学者サイアートと心理学
者マーチの共著『企業の行動理論』という当時評判の書
を、ある授業で先生に頼み込んで輪読の対象として取
り上げてもらった。経済学の行き方とは違うなあ、と感
じたことを思い出す。

行動科学に関心を持ったのはこの頃までで、行動科
学の領域から離れてしまった。規範的な方法で意思決
定を考える H. レイファ教授の「決定分析」に魅せられ
て、これをズッとやってみようかなという思いに駆ら
れたからである。１人で本を読み、研究誌の論文を読み
進んでいくのはなかなか大変なことであった。そのよ
うな状況を打破できたのは 34 歳の時、MIT における
2 週間のサマープログラムに参加する機会を得ること
ができたからであった。そこで得た多属性効用関数の
理論の知識は私の生涯を決めた理論である。その後、藤
田先生の「交渉に決定分析を結びつけてみないかい」と
いうお話で交渉を研究する方向も考えて文献検索をし
てみた。そして交渉研究をしている研究者に、行動学に
基づく意思決定理論の領域から出発しておられる方が
かなり多いことに吃驚した。

現在では交渉研究のメッカ的存在になったハーバー
ド大の PON （Program On Negotiation）を訪問した
時、案内してくださり、いろいろとお話をしてくださっ

たルービン先生は心理学から交渉学へと進まれた方で
あった。沢登りが趣味のルービンは岩から落ちて亡く
なられた。50 代半ばのことであり、今でも残念な思い
である。
『交渉の認知心理学』の著者であるベイザーマンやニ

ールも心理学畑の出身であり、今では交渉学の領域で
名をなしている。そのほかにも、行動学の視点から意思
決定の問題に取り組んでいる研究者を多数擁立してい
るのはペンシルバニア大のウォートンスクールやシカ
ゴ大のビジネススクール、またそれを交渉学に特化さ
せているノースウェスタン大学のケロッグ・ビジネス
スクールと付属の DRRC である。

人間行動である限り、意思決定や交渉だけでなく、金
融や財政の問題もかつての経済学だけで考えることが
難しくなり、行動経済学のアプローチから新領域が開
拓されているようである。しかし、そこに心理的な側面
をどれくらい組み込んで考えるのがよいのか、となる
と判断は難しい。枠組みとしてはハードな経済学や経
営学の枠組みを据えて、それを保持しながら、新たに行
動学の成果を組み込みながら進めていく。いずれはそ
の流れが経済学に深く浸透するのではないか、と考え
る次第である。
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